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　経営環境がより一層不透明さを

増すなか，いま多くの経営者が語

るのが「会社の成長のために人事

制度の見直しを行わなければなら

ない」という話です。ところが，

その見直しの狙いや背景を聞いて

いくと，そこには企業を成長させ

るために人を育て，人材を強化し

ていくというよりも，これまでの

年功的な賃金体系の維持はこれ以

上困難であるという理由から，「人

件費の上昇を抑えたい」といった

狙いがあるようです。

　確かに，今後どのような変化が

起きるか分からないなかで，既存

の制度を維持することが難しいの

は理解できます。しかし，それは

あくまで現状を乗り切るための対

症療法であって，本来企業が競争

力をつけ成長していくためにはや

はり人材の強化に向けての見直し

が必要となってきます。

　一方で，そういった人材の強化

に向けては，これまでも多くの企

業が制度の見直しを行ってきまし

たが，いざ制度が始まると社員の

納得感や公平感が得られず，期待

通りの結果になっていないという

のが現状のようです。

　では一体，人事制度の変更はど

うすればうまくいくのでしょうか。

第 5回は「企業の成長に向け人事

制度を変える」という常識は非常

識と題して，人事制度の変更に関

する落とし穴について説明してい

きたいと思います。

▲

難航を極める制度変更

　これはある【地方銀行A銀行】

の例です。

　日本の高度経済成長期を支えて

きた銀行業界は1990年代のバブ

ル経済崩壊を機に，不良債権処理

による損失の拡大や，金利低下に

伴う収益基盤の縮小に伴い，それ

までの賃金体系を維持することが

難しくなってきたことから従来の

年功序列型の人事評価制度を見直

し，徐々に成果主義型の人事評価

制度へと移行していきました。

　A銀行においても，業界全体の

流れに沿って成果主義型の人事評

価制度への移行を検討しました

が，元々の賃金水準が高く，あま

り大きく変動すると行員の生活へ

の影響も大きいということで，従

業員組合の強い抵抗により大幅な

見直しには至りませんでした。結

果としては年功色の強い「職能給」

が賃金の大半を占め，成果色の強

い「職務給」は一部導入という形

で決着したのです。

　そして実際の運用が始まりまし

たが，「実力のあるものは適正に

評価される」ということを期待し

ていた若手行員にとっては，バブ

ル以前の好景気時代に入行した先

輩社員に対して，「働かないのに

給与は高い」といったようなレッ

テルが貼られ，一種の世代間の溝

のようなものができてしまったの

です。

　さらにA銀行では，従来から支

店長や部門長が人事評価について

の強い決定権を握っており，行員

たちは皆，自らの評価を上げるた

めに常に上司の顔色をうかがうよ

うになり，次第に自らの仕事ぶり

をいかにアピールできるかが評価

を上げるための判断基準となって

しまっていったのです。

　そうこうしている間に，経済の

低迷が長期化するなかで金利の低

下が一段と進み，銀行を取り巻く

環境はますます厳しくなっていき

ました。さらに新興勢力によるネ

ットバンキングへの参入やフィン

テックや仮想通貨などの新たな金

融サービスの登場で金融業界はか

つてない変化の時代を迎え，収益

拡大に苦しむA銀行はさらなる経

営合理化を求められるようになっ

ていったのです。そして，A銀行

は合理化策の一環として，人事制

度の見直しに着手したのです。

　見直しにあたっては「前回の変

更時にもっと職務給の割合を増や

すべきだった」「職務等級を決め

るうえでの評価基準が曖昧であっ
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1. 「人材を育成する」という常識は非常識

　

2. 「社員の意識改革が必要」という常識は非常識

　

3. 「リーダー育成が急務」という常識は非常識

た」「評価者のスキルの向上が必

要」など様々な課題が挙がりまし

た。A銀行は，そういった課題を

一通り整理したうえで，従来から

の年功序列型の人事制度を大幅に

成果主義に移行することを最終的

に決定したのです。

　労使交渉が始まると行員の多く

はA銀行の置かれている状況を知

り，ある程度の制度変更は避けら

れないと理解を示す一方，本当に

その変更がA銀行の再生につなが

るのか，そこへの納得感が得られ

ず交渉は難航していきました。

　そして，A銀行では現在もなお

労使間で変更案について模索して

いる状況となっているのです。

▲

見直しの目的と手段を紐づける

　一刻の猶予もならないA銀行で

すが，果たして今回の制度見直し

を成功させるためには一体どうし

たらよいのでしょうか？ 

　まず今回の見直しにあたり，1

つ考えなければいけないことがあ

ります。それは制度見直しの意義，

つまり何のために人事制度を見直

すのかというそもそもの目的を再

定義しなければならないというこ

とです。

　一般的に制度変更の目的は何か

と問われれば，「従業員の意欲・

能力を向上させるため」あるいは

「能力や実績を正当に評価し，働

きやすい環境にするため」など

様々な考え方があるでしょう。

　しかし，いまA銀行に求められ

ているのは銀行として収益基盤を

再生させることにあります。そう

いう意味において，「意欲や能力

の向上」や「働きやすい環境」と

いったことが再生につながる保証

はどこにもありません。つまり直

接の業績向上の要因ではないとい

うことです。だとすれば考えるべ

きことは，A銀行の経営者が打ち

出している再生のための方向性や

戦略，そういったものを実現させ

ることを目的に置き，その目的の

ための手段として人事制度がどう

あるべきかを考えることが必要と

なるのです。

　実際，A銀行が目指す収益基盤

拡大のための戦略を見ると，「顧

客への提供価値の向上」「サービ

ス品質の向上」などが掲げられて

いました。戦略というにはあまり

に抽象的ではありますが，例えば，

具体的な戦術として考えられるの

は「顧客が抱える様々な課題解決

のために行員がコンサルティング

力をつける」といったようなこと

であり，実際にそれを行動プラン

に落とし込み，実行に移されれば

「顧客への提供価値の向上」につ

ながっていく可能性があります。

そして，そういった行動によって

得られた成果を評価基準に反映さ

せることで，銀行の再生に向けた

人事制度としてつながっていくこ

とになるのです。

　銀行に限らず，いま多くの企業

が旧来からの人事制度の見直しに

迫られていますが，残念ながら，

多くの企業は経営方針や戦略が

現場まで十分に浸透していない

ために，評価基準が曖昧かつ社員

の納得感も得られない状態にあ

り，人事制度だけが独り歩きする

なか，経営にとっては人事制度の

部分最適化を招いてしまっている

のです。

　もし今後，人事制度の変更を考

えるのであれば，会社の方針や戦

略を実現させるための人事制度は

どうあるべきかをしっかりと考え，

まずは目的と手段という関係をき

ちんと紐づけなければなりませ

ん。そのうえで，社員には，戦略

を実行し，成果につなげていくこ

とが「企業の成長」と「自分の評

価」を共に引き上げていくのだと

いうことを十分に理解してもらう

ことが必要なのです。そして，そ

の理解によって，これまで曖昧で

不公平だと捉えられてきた評価基

準が方針戦略を軸に最適化され，

社員が感じていた不満は解消につ

ながっていくことになるのです。
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▲

座右の銘「為せば成る 為さねば成らぬ何事も 成らぬは人の為さぬなりけり」（上杉鷹山）
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　4. 「企業風土や組織体質に問題がある」という常識は非常識

▲

5. 「企業の成長に向け人事制度や組織体制を変える」という常識は非常識

　6. 「経営理念の浸透が大事」という常識は非常識

　7. 「在宅勤務や副業など働き方を自由にすべき」という常識は非

　8. 「ワークライフバランスや残業削減の推進が生産性を高める」という

　9. いま企業に必要なのは「経営を最適化する人材」
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